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第１期計画期間
18年度～20年度

第２期計画期間
21年度～23年度

第３期計画期間
24年度～26年度

第４期計画期間
27年度～29年度

平成23年度を目
標として、地域の
実情に応じた数値
目標及び障害福
祉サービスの見込
量を設定

第１期の実績を
踏まえ、第２期
障害福祉計画を
作成

つなぎ法による障害
者自立支援法の改正
等を踏まえ、平成26
年度を目標として、第
３期障害福祉計画を
作成

障害者総合支援法
の施行等を踏まえ、
平成29年度を目標と
して、第４期障害福祉
計画を作成

障害福祉計画と基本指針

H24 H25 H26 H27 H28 H29

基
本
指
針

見
直
し

計
画

作
成

基
本
指
針

見
直
し

計
画

作
成

厚生労働大臣

・・・３年に１回、基本指針の見直し

都道府県・市町村

・・・３年ごとに障害福祉計画の作成

○ 基本指針（厚生労働大臣）では、障害福祉計画の計画期間を３年としており、これに

即して、都道府県・市町村は３年ごとに障害福祉計画を作成している。
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福祉施設から一般就労への移行

○ 福祉施設利用者の一般就労への移行者の増加

○ 就労移行支援事業の利用者の増加

○ 就労移行支援事業所の就労移行率の増加

施設入所者の地域生活への移行

○ 地域生活移行者の増加

○ 施設入所者の削減

入院中の精神障害者の地域生活への移行

○ 入院後３ヶ月時点の退院率の上昇

○ 入院後１年時点の退院率の上昇

○ 在院期間１年以上の長期在院者数の減少

（都道府県・市町村）
○ 生活介護の利用者数、利用日数
○ 自立訓練（機能訓練・生活訓練）の利用者数、利用日数
○ 就労移行支援の利用者数、利用日数
○ 就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）の利用者数、利用日数
○ 短期入所（福祉型、医療型）の利用者数、利用日数
○ 共同生活援助の利用者数
○ 地域相談支援（地域移行支援、地域定着支援）の利用者数
○ 施設入所支援の利用者数 ※施設入所者の削減

成果目標と活動指標の関係

（基
本
指
針
の
理
念
）自
立
と
共
生
の
社
会
を
実
現

障
害
者
が
地
域
で
暮
ら
せ
る
社
会
に

（都道府県・市町村）
○ 就労移行支援の利用者、利用日数
○ 就労移行支援事業等から一般就労への移行者数（就労移
行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型）

（都道府県）
○ 公共職業安定所におけるチーム支援による福祉施設の利
用者の支援件数

○ 委託訓練事業の受講者数
○ 障害者試行雇用事業の開始者数
○ 職場適応援助者による支援の対象者数
○ 障害者就業・生活支援センター事業の支援対象者数

（成果目標） （活動指標）

障害者の地域生活の支援

○ 地域生活支援拠点の整備

（都道府県・市町村）
○ 自立訓練（生活訓練）の利用者数、利用日数
○ 就労移行支援の利用者数、利用日数
○ 就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）の利用者数、利用日数
○ 短期入所（福祉型、医療型）の利用者数、利用日数
○ 共同生活援助の利用者数
○ 地域相談支援（地域移行支援、地域定着支援）の利用者数
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PDCAサイクルのプロセス
○ 成果目標及び活動指標については、少なくとも１年に１回その実績を把握し、障害者施策や関連施策の動向も踏まえながら、

障害福祉計画の中間評価として分析・評価を行い、必要があると認めるときは、障害福祉計画の変更や事業の見直し等の措
置を講じるものとする。

○ また、中間評価の際には、協議会や合議制の機関等の意見を聴くとともに、その結果について、公表することが望ましい。
○ 活動指標については、より高い頻度で実績を把握し、達成状況等の分析・評価を行うことが望ましい。

（PDCAサイクルの
プロセスのイメージ）

計画（Plan）

■「基本指針」に即して成果目標及び活動指標を設
定するとともに、障害福祉サービスの見込量の設定
やその他確保方策等を定める。

実行（Do）

■計画の内容を踏ま
え、事業を実施する。

評価（Check）

■成果目標及び活動指標については、少なくとも１年に
１回その実績を把握し、障害者施策や関連施策の動
向も踏まえながら、障害福祉計画の中間評価として分
析・評価を行う。
■中間評価の際には、協議会等の意見を聴くとともに、
その結果について公表することが望ましい。
■活動指標については、より高い頻度で実績を把握し、
達成状況等の分析・評価を行うことが望ましい。

改善（Act）

■中間評価等の結果を踏
まえ、必要があると認める
ときは、障害福祉計画の
変更や事業の見直し等を
実施する。

■障害福祉計画策定に当たっての基本的考え方及び達成すべき目標、
サービス提供体制に関する見込量の見込み方の提示

基本指針
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施設入所者の地域生活への移行

・ 平成17年10月施設入所者と比較した地域生活に移行する者の割合は、平成24年度時点で23.7％となっており、平成26年度
末には、３割の地域生活移行を達成見込み。

・ 数値目標の設定に当たっては平成17年10月１日から平成24年度末の平均伸び率（2.88％）をベースに、平成25年度末の施設
入所者と比較した平成29年度末時点での地域生活に移行する者の割合を12％以上とする形で設定。

・ 平成21～23年度は10月１日数値、24年度は25年３月末数値。25年度以降（括弧書き）は推計。（出典：施設入所者の地域生活の移行に関する状況調査）

19,430

24,277

31,813

34,526
（39,774）

（45,115）
（50,610）

（56,263 ）

（62,079）

Ｈ17 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

平成17年10月１日～平成24
年度末の平均伸び率

2.88％（推計）

平成24年度末
実績値
（23.7％）

平成25年度末の施設入所者と比
較して毎年2.88％増加する仮定で
推計

平成25年度

末の施設入
所者と比較
した平成29

年度末時点
での地域生
活に移行す
るの割合

12％

基本指針及び都道府県障害福祉計画における目標値（第１～４期障害福祉計画）

都道府県計画目標値

基本指針（現行）

地域生活に移行する者の数

目標値 第１～２期
（平成18～23年度）

第３期
（平成24～26年度）

第４期
（平成27～29年度）

基本方針
10%

（平成17年10月１日～
23年度末（6.5年間））

30%
（平成17年10月１日～
26年度末（9.5年間））

12%
（平成25年度末～

29年度末（４年間））

都道府県
障害福祉計画

14.5%
（平成17年10月１日～
23年度末（6.5年間））

25.2%
（平成17年10月１日～
26年度末（9.5年間））

－
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施設入所者数の削減

・ 施設入所者は平成17年10月１日時点と比較し、平成24年度末時点で約8.0％減少。
・ 平成26年度末には、施設入所者の１割削減を達成見込み。
・ 数値目標の設定に当たっては平成17年10月１日から平成24年度末の平均削減率（▲1.1％）をベースに、平成
29年度末までに、平成25年度末時点の施設入所者数から約４％以上削減する形で設定。

・ 平成17年度、平成20～23年度は10月１日数値。平成24年度は25年３月数値。平成25年度以降（括弧書き）は推計。
（出典： 国保連データ、社会福祉施設等調査、施設入所者の地域生活の移行に関する状況調査）

145,919

144,425

139,851

139,859

136,653

134,247

（132,763）

（131,295）

（129,843）
（128,408）

（126,988）

Ｈ17 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

施設入所者数

平成17年10月１日～平成24
年度末の平均削減率

▲1.1％（推計）
平成24年度末

実績値
（▲8.0％）

毎年1.1％
削減する
仮定で

29年度末まで推計

平成25年度末の施設

入所者数と比較した平
成29年度末時点での

施設入所者削減の割
合

▲４％
（【計算式】0.989
（1－0.011（1.1％））の４
乗－１＝▲4.3％
≒▲４％）

基本指針及び都道府県障害福祉計画における目標値（第１～４期障害福祉計画）

都道府県計画目標値

基本指針（現行）
目標値 第１～２期

（平成18～23年度）

第３期
（平成24～26年度）

第４期
（平成27～29年度）

基本方針
▲７％

（平成17年10月１日～
23年度末（6.5年間））

▲10％
（平成17年10月1日～

26年度末（9.5年間））

▲４％
（平成25年度末～

29年度末（４年間））

都道府県
障害福祉計画

▲8.4%
（平成17年10月１日～
23年度末（6.5年間））

▲15.4%
（平成17年10月１日～
26年度末（9.5年間））

－
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（１）入院後３ヶ月時点の退院率の上昇
○ 「良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供を確保するための指針」（以下「指針」という。）において、新たに入院

する患者の早期退院を促進するため、急性期（入院から３ヶ月未満）の患者に対し手厚く密度の高い医療を提供するため
の機能を確保することとされている。

○ これを踏まえ、全都道府県において平成２９年度における入院後３ヶ月時点の退院率（注）を現在の上位５都道府県（以
下「目標都道府県」という。）の平均値である６４％以上とすることを成果目標とする。（現状の全都道府県の平均値は５８.
４％）

（注） 具体的には、平成29年６月に入院した患者の入院後３ヶ月時点の退院率により実績を把握する。
※ 既に入院後３ヶ月時点の退院率６４％以上を達成している都道府県においては、その数値を維持又は上昇させることを

目標とする。
※ 「入院後３ヶ月時点の退院率」は、ある月に入院した者のうち当該月を含む３月目の月末までに退院した者の割合

（２）入院後１年時点の退院率の上昇
○ 指針において、在院期間の長期化にともない、社会復帰が難しくなることを踏まえ、在院期間が１年未満で退院できるよ

う、退院に向けた取組を行いつつ、必要な医療を提供する機能を確保することとしている。
○ これを踏まえ、全都道府県において平成２９年度における入院後１年時点の退院率（注）を目標都道府県の平均値であ

る９１％以上とすることを成果目標とする。（現状の全都道府県の平均値は８７.７％）
（注） 具体的には、平成29年６月に入院した患者の入院後１年時点の退院率により実績を把握する。
※ 既に入院後１年時点の退院率９１％以上を達成している都道府県においては、その数値を維持又は上昇させることを目

標とする。
※ 「入院後１年時点の退院率」は、ある月に入院した者のうち当該月から12月目の月末までに退院した者の割合

（３）在院期間１年以上の長期在院者数の減少
○ 指針において、在院期間が１年未満で退院できるよう、退院に向けた取組を行いつつ、必要な医療を提供するための機

能を確保するとともに、既に１年以上の入院をしている重度かつ慢性の患者以外の長期在院者に対しては、退院支援や
生活支援等を通じて地域移行を推進し、併せて、状態像に併せた医療を提供する機能を確保することとしている。

○ 指針の実現に向け、第４期障害福祉計画においては、長期在院者数については、平成29年６月末時点の長期在院者
数を平成24年６月末時点の長期在院者数から18パーセント以上減少することを成果目標とする。

入院中の精神障害者の地域生活への移行について
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障害児・者の地域生活支援の推進のための多機能拠点構想
（地域生活支援拠点）

親との同居

一人暮らし

24時間の相談受付
緊急時等の受入

(医療対応・シェルター等)

地域生活の支援
(緊急時の人的支援、様々な
資源のコーディネイト等)

高齢化に対応した
日中活動の場

(生活介護・就労系等)

在宅医療等
コーディネーター

＋

グループホーム

地域支援機能居住支援機能

10人

生活介護・
就労系等

10人

10人×2 (建物の特例)
※ショートステイの定員を含む

夜間・
医療体制
等の加算
（拡充）

30人程度

障害者支援施設

居住支援機能

コーディネーター

地域支援機能

在宅医療等地域連携

生活介護・
就労系等

※ 拠点を設けず、地域において機能を分担する
「面的整備型」も考えられる

地域連携

地域相談支援・地域生活
支援事業の活用等

地域相談支援・地域生活
支援事業の活用等

地域相談支援・地域生活支援事業
の活用等 グループホーム

夜間・
医療体制
等の加算
（拡充）

地域生活支援拠点として、居住支援機能と地域支援機能の一体的な整備を推進

※地域生活支援拠点として地域に開かれた小規
模な障害者支援施設

※安心生活支援事業（地域生活支援事業）によるコーディネイトや、個別給付による地域定着支援の実施を必須として、施設整備に対する補助について優先的に採択すること
を検討

ショートステイ

ショートステイ

7
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一般就労への移行者数

○ 一般就労への移行者数については、平成23年度実績で2.7倍（5,601人）となっている。（目標は４倍。割合
は、平成17年度実績（2,379人）で除した値）

○ 平成22年度から平成23年度の利用者数の増加数（約2,000人）から推計すると、平成26年度では目標で
ある４倍を達成することが見込まれる。

○ 数値目標の設定に当たっては、平成22年度から平成23年度の実績（約2,000人）を基に、平成24年度を
基準として、平成29年度末までに平成24年度実績の２倍以上と設定。

3,376 3,960 4,610

6,501

8,501

10,501

12,501

14,501

16,501
18,501

0

5,000

10,000

15,000

20,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

一般就労への移行者数の推移

H22～H23年度の利用者
数の増加数→約2,000人

H24年度以降、毎年2,000人
増加するものとして推計

H24からH29における一般就労
移行者の伸び
8,501人/18,501人＝2.18≒２倍
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就労移行支援事業の利用者数

○ 新しい基本指針においては、福祉施設を利用している障害者等の一般就労への移行を推進
するため、就労移行支援事業の利用者数に関する目標を設定する。

○ 目標の設定に当たっては、就労移行支援事業の利用者の平均の伸び率約14％（平成20年
度から平成24年度）を基に、平成29年度末までに平成25年度と比較して６割以上増加させるこ
とを目指すものとして設定。

15,969
19,292 20,413

23,555
26,426

30,007
34,073

38,690

43,932
49,885

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

就労移行支援事業の利用者数の推移

H20～H24年度の伸び率
の平均→約14％

H25年度以降、14％増加す
るものとして推計

H25からH29における就労移行支
援事業の利用者数の伸び
30,007人/49,885人＝0.602≒６割
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就労移行支援の事業所ごとの就労移行率

○ 新しい基本指針においては、福祉施設を利用している障害者等の一般就労への移行を推進
するため、就労移行支援事業所における就労移行率に関する目標を設定する。

○ 目標の設定に当たっては、就労移行率30％以上である就労移行支援事業所の平均の伸び
率約2.6％（平成19年度から平成23年度）を基に、就労移行率が30％以上である就労移行支援
事業所を、平成29年度末までに全体の５割以上とすることを目指すものとして設定。
※ 「就労移行率」は、ある年度４月１日時点の就労移行支援事業の利用者数のうち当該年度
中に一般就労へ移行した者の割合。

16.7 17.8 18.8
26.0 27.1 29.7 32.3 34.9 37.5 40.1

42.7

83.4 82.2 81.1
74.0 72.9 70.3 67.7 65.0 62.4 59.8 57.2

0.0

25.0

50.0

75.0

100.0

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

就労移行支援事業の就労移行率の割合の推移 30%以上 30%未満

H19～H23年度の移行率
30％以上である事業所の伸

び率の平均→約2.6％

H24年度以降、2.6％増加す
るものとして推計

≒５割
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